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経済産業省 GX推進企画室

GX製品市場創出に向けた施策について



製品のGX価値とは

⚫ カーボンニュートラル達成までの過渡期においては、各企業のGHG排出削減努力が重要。これら
の削減努力を評価するため、企業の脱炭素投資によって生み出された製品単位のGHG排出削
減量である、GX価値が評価される市場の創出が必要。

⚫ 製品のGX価値を指標として、見える化することで、例えば、最終消費者による選好や、製品の
GX価値を評価基準とした支援施策等が考えられるが、そのために製品のGX価値の具体化・明
確化が必要。
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GX価値の評価指標(削減実績量・削減貢献量)について
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部素材や組立工程の脱炭素により上流のCO2排出量が削減

例）鉄鋼メーカーによる削減実績

低炭素な製
造方法で、
車体用鋼板
を製造

例）自動車メーカーによる削減実績

車両組立工
場の稼働電
力を、再エネ
に転換

例）化学メーカーによる削減貢献

樹脂部品のリ
サイクルによっ
て、廃棄時
CO2を回避

原材料製造 組立 使用段階 廃棄
削減前のカーボンフットプリント
(kgCO2e)

例）ガソリン内燃車のライフサイクル排出量(カーボンフットプリント)のイメージ

上流・下流における排出量の
削減の例

資源循環により下流のCO2排出量が削減

削減実績量 削減貢献量

（参考）産業競争力強化及び排出削減の実現に向けた需要創出に資するGX製品市場に関する研究会

⚫ 製造業の脱炭素化を促進するにあたっては、原材料や組立などの上流工程や、リサイクル・資源循環といった下
流工程で実現したCO2削減が、最終製品の脱炭素評価に組み込まれていないという課題が存在。その結果
として、コストが高い脱炭素投資の回収の見込みが立ちにくい状況。

⚫ 評価指標として、自社内の排出量を削減した製品単位の排出削減（削減実績量）や、自社外ではあるが、
ライフサイクル全体で排出削減された製品単位の排出削減（削減貢献量）を位置づけ、GX価値の見える
化や評価基準の国際標準化など、GX価値を有する製品が選好されるような市場環境の整備を進めていく。

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/gx_product/index.html
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「削減貢献量」における取組

出典：COP27でのWBCSDによる講演資料

⚫ 200以上のグローバル企業のCEOが参画し、気候危機や自然の再生、不平等に対処する
ためのビジネスの変革に向けて協働している民間団体。

⚫ 気候分野ではこれまでには、企業のGHG排出量の算定範囲を決めるデファクトスタン
ダードとなっている「GHGプロトコル」を策定したほか、気候関連の情報開示フレーム
ワークであるTCFDの策定にも関与し、2019年からは経産省とともに「TCFDサミッ
ト」を共催するなど、WBCSDは経済界における気候変動対策に強いステークを持つ。

WBCSD（持続可能な開発のための世界経済人会議）とは

WBCSD, “Guidance on Avoided Emissions”
https://www.wbcsd.org/Imperatives/Climate-Action/Resources/Guidance-on-Avoided-Emissions
https://www.wbcsd.org/Imperatives/Climate-Action/News/Guidance-on-Avoided-Emissions

⚫ WBCSD（持続可能な開発のための世界経済人会議）において、削減貢献量に関する議論
が進み、2023年3月22日に、削減貢献量に関するガイダンスを公表。

https://www.wbcsd.org/Imperatives/Climate-Action/Resources/Guidance-on-Avoided-Emissions
https://www.wbcsd.org/Imperatives/Climate-Action/News/Guidance-on-Avoided-Emissions


共同声明（コミュニケ）本体
G7 Climate, Energy and 
Environment Ministers’ 
Communiqué

別添：産業の脱炭素化アジェンダに関する結論
Conclusions regarding the Industrial 
Decarbonisation Agenda

2023年の日本が議長国のG7においても「削減貢献量」が明記された
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「削減実績量」における取組

⚫ 「削減実績量」については、算定・主張の方法が確立されていないため、まずは算定の基本的手順を整理しつ
つ、削減実績量の具体的な定義や、算定・主張に関する手順のガイドライン化が必要。

⚫ ガイドライン策定に向けて、各工業会等で構成されているLCA日本フォーラムのWGの意見を踏まえながら、日
本LCA学会において専門的な議論を進めていく。

⚫ ガイドラインで整理した削減実績量の考え方については、GHG Protocolや各種ISOへの反映を検討する
等、国際的な場での打ち込みも積極的に行っていく予定。

LCA日本フォーラム
（削減実績量WG）

日本LCA学会
（GHG削減実績量評価手法研究会）

① 要望や課題の洗い出し

④ガイドラインを基に実際に企業が
削減実績量を算定できるか実証

③ 削減実績量のガイドラインを策定

経済産業省

② WG意見をとりまとめ、研究会へ提供

団体名

LCA日本フォーラム ・LCAの社会への普及と、LCAの実施の支援を目的に設立された産業界、学界、国公立研究機関の関
係者が集うプラットフォーム。
・削減実績量WGを設置し、削減実績量算定に当たっての企業の要望や課題をとりまとめる。

日本LCA学会 ・LCA学会は、LCAの科学的発展とその社会への普及を目的とし、継続的な学術活動を通じて、様々
な分野の専門家と協同することにより、新たな知識体系を創世することを目的に設立された学会。
・GHG削減実績量評価手法研究会を設置し、LCA日本フォーラム削減実績量WGでの議論を参考にし
つつ、ガイドラインを策定する。



「削減実績量」の活用イメージ

⚫ 川上企業は、自社のGX製品を川下企業へ売却することにより、削減実績量由来のGX価値を譲渡し、その対
価を川下企業から受けることができる。

⚫ 川下企業は各川上企業から譲渡されたGX価値と、自社のGX価値を合算したGX製品を市場に提供し、それ
が市場から適切に評価されることを目指す。

川上企業 川下企業

消費者

政府

投資家

A社

B社

C社

GX製品A

GX製品C

GX製品D

D社

GX
価値

＝製品AのGX価値
＋製品BのGX価値
＋製品CのGX価値
＋製品DのGX価値GX

価値

GX製品B
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政策的措置による評価
例：官民において適切な指標を用いて、
企業の脱炭素努力を評価。



行動変容・表彰・啓発

サプライチェーン下流の企業や、公共調達担当者、或い
は最終消費者に対して、製品のGX価値に対する理解を
醸成し、社会全体で脱炭素・低炭素な製品を選好する
動きを形成
・デコ活の推進
・グリーン購入の推進、表彰

（参考）★2026FY GX-ETS本格稼働(炭素価格顕示) ★2028FY 化石燃料(炭素)賦課金
★2033FY GX-ETS有償オークション
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に
対
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場
規
模

GX産業・製品への移行

購入補助
公共調達(国・自治体)

民間市場

現在

非グリーン製品の
負の価値化

GX市場の創出に向けたイメージ

GX製品市場創出に向けた施策パッケージ

⚫ 製品のGX価値の評価指標を用いて、需要者側に対する具体的なインセンティブにつなげることで、製品のGX
価値を向上させ、GX製品市場の拡大につなげる。

⚫ GX製品の市場におけるプレゼンスを向上させ、GX製品市場の創出を促進するためには、官民双方の調達にお
いて、適切な指標を用いて、企業の脱炭素努力が適切に評価されるように取り組んでいくことが重要。

購入支援 脱炭素製品の購入費用を補填し、市場の立上げを促す

・使用段階における脱炭素・省エネの評価に留まらず、自動車や住宅・建築物等を
はじめとして、需要側に対する購入補助金等について、ライフサイクル全体の脱炭素
に対する評価も対象とすることを検討し、その際、補助スキームにおいて、CFPのみな
らず、削減実績量を評価することなどを検討していく
・耐久消費財については、若年層をはじめとして所有しない経済(シェアリングエコノ
ミー)が進みつつあることから、シェアリングサービスにおけるライフサイクル脱炭素製品の
提供を促進する方策を検討する

優先調達 需要の増大を促し、供給サイドの投資予見性を確保する

・海外制度の発展動向を踏まえ、GX価値のグ
ローバル市場での評価を確保しつつ、カーボン
フットプリントのみならず、GX価値の高い製品の
選好を促進するための制度的措置の在り方の
検討
・GXリーグにおいて、GX価値を有する製品の優
先的な調達に関するガイドラインの整備

・製品のGX価値に紐付く環境関連ファイナンス
(トランジション・ファイナンス等)の検討
・特定調達品目でのGX製品の取扱検討
・公共工事(建築・土木等)における低炭素建
材の調達推進
・政府実行計画等でのGX製品の率先・積極
調達の検討

市場形成のための国際協調

グローバルルールに整合的なルール形成及びアジア圏をは
じめ脱炭素市場創出の議論を日本がリード
・アジア各国における官民協力
・欧州を含むグローバルでの製品のGX価値評価の浸透

指標の整備、算定・開示

製品・サービスの脱炭素に由来する価値を訴求するため
に、その具体的な評価指標についての考え方を整理し、
適切な算定及び開示を促進
・製品のGX価値に関する指標の整理
・削減実績量の提唱
・GXリーグ・CDPプログラムにおける開示

国際市場
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【参考】民間の優先調達によるGX市場創造に向けた取組の必要性

⚫ 我が国のGXを推進するためには、脱炭素投資によって市場に供給される製品・サービス、すなわちGX製品・
サービスが適切に評価され、選択されることが不可欠である。

⚫ 一方、これらの商品の中でも、特に競合する既存の非グリーン製品と機能・性状が似通っているにもかかわら
ず、生産コストが高い場合には、自律的な需要の拡大は困難。

➢ 脱炭素に資する製品の競争力を供給側から強化する施策として、「成長志向型カーボンプライシング」

を導入し、既存の非グリーン製品との生産コスト差を埋める政策を同時に展開するが、当面は炭素価格

のみでグリーン製品の需要を下支えすることは難しい。

⚫ 経済産業省においてもGX製品の普及に向けた施策の検討が加速しており、「産業競争力強化及び排出削
減の実現に向けた需要創出に資するGX製品市場に関する研究会」が立ち上げられ、2024年3月の中間整
理において、GX製品市場を創出するための取組の方向性が示された。

⚫ その中でも、上述のとおり自律的な需要の拡大が困難なGX製品について、①脱炭素効果が高く、 ②政府が
長期的視点で社会実装支援にコミットしており、 ③量産段階に差しかかっている製品に着目し、官に加え、
民での需要拡大に向けた打ち手を講じ、社会全体で需要を長期的視点で支える枠組みを構築することが重
要。

⚫ 政府においては、こうした製品について税制や法制度を整備し供給側に対して中長期にわたり制度的に社会
実装支援を講ずることとしており、今後需要側からも後押しした上で、調達企業がビジネス上で評価される仕
組みを構築していくことを目指す。

⚫ そのため、GX製品・サービスの調達等に取り組む企業が行う宣言を新たに創設し、当該宣言の内容や宣言
企業の評価向上につなげる方策の確立を議論していく。
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